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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　建物躯体の開口部に設けられる下枠を有する下枠構造であって、
　前記下枠は、中空部を備え、
　前記中空部内には、補強材が設けられ、
　前記中空部を構成する上壁部の上面には、
　障子を移動可能に支持するレールが設けられ、
　前記中空部を構成する下壁部の上面は、
　室外側に向けて下方に傾斜した傾斜面を有し、
　前記補強材は、
　前記上壁部の下面に対向する上対向面と、
　前記下壁部の上面に対向する下対向面と、
　前記下対向面から下方に突出する突起部とを備え、
　前記突起部は、
　前記レールに対して室外側に位置する第１突起部と、
　前記レールに対して室内側に位置する第２突起部とを備える
　ことを特徴とする下枠構造。
【請求項２】
　前記下枠には、
　見込み方向から締結部材により前記建物躯体に固定される固定用ヒレ部が設けられ、
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　前記中空部は、
　少なくとも一部が前記固定用ヒレ部よりも室外側に位置する
　ことを特徴とする請求項１に記載の下枠構造。
【請求項３】
　前記上壁部の下面には、
　当該下面から突出するビスホールが設けられ、
　前記上対向面は、
　前記上壁部の下面に対向する第１対向面と、
　前記第１対向面に対して段差を介して連設され、前記ビスホールに対向する第２対向面
とを備える
　ことを特徴とする請求項１または２に記載の下枠構造。
【請求項４】
　前記下枠にて移動可能に支持される障子は、
　外障子と、
　前記外障子に対して室内側に位置する内障子とを備え、
　前記ビスホールは、
　前記内障子に対して室外側に位置し、
　前記補強材は、
　前記中空部内において、少なくとも前記外障子の戸先側の端面に位置する
　請求項３に記載の下枠構造。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか一つに記載の下枠構造を備える
　ことを特徴とする建具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、建物躯体の開口部に設けられる下枠を有する下枠構造、及び当該下枠構造を
備えた建具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、引違い窓等の建具において、障子を移動可能に支持する下枠に排水経路を設けた
下枠構造が提案されている（例えば、特許文献１参照）。
　特許文献１に記載の下枠構造では、下枠は、上壁部、下壁部、室外側壁部、及び室内側
壁部を有する角筒状の中空部を備える。ここで、上壁部には、当該上壁部の上面（下枠の
上面）の水を中空部内に導く水抜き孔が形成されている。また、下壁部の上面には、室外
側に向けて下方に傾斜し、水抜き孔を介して中空部内に浸入した水を室外側に導く傾斜面
が設けられている。さらに、室外側壁部には、水抜き孔を介して中空部内に浸入した水を
中空部の室外側に排水する排水孔が形成されている。また、中空部には、火災時等の熱に
より膨張し、水抜き孔や排水孔を閉塞する耐火材が設けられている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－１２２３０３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　図１０は、従来の下枠構造の課題を説明する図である。
　図１０において、符号「１００」，「２００」～「２０６」は、上述した障子、下枠構
造、下枠、中空部、上壁部、下壁部、室外側壁部、及び室内側壁部をそれぞれ示している
。また、符号「２０４ａ」は、上述した傾斜面を示している。なお、上述した水抜き孔、
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排水孔、及び耐火材については、説明の便宜上、図示を省略している。
　ところで、従来の下枠構造２００では、火災時等の熱によって温度上昇する下枠２０１
の剛性が低くなると、下枠２０１が障子の荷重を支持しきれなくなって熱塑性変形する虞
がある。このように下枠２０１が変形した場合には、下枠２０１を含む窓枠と障子１００
との位置関係が所望の位置関係から外れ、防火性能が低下する可能性がある。ひいては、
下枠２０１の変形に起因して障子１００が窓枠から脱落し、防火性能を発揮することがで
きなくなる可能性もある。
【０００５】
　そこで、下枠２０１を補強するために、中空部２０２内に断面視Ｕ字状の補強材３００
を設けることが考えられる。
　しかしながら、下壁部２０４の上面には、傾斜面２０４ａが形成されている。このため
、障子１００からの荷重が下枠２０１（上壁部２０３）を介して補強材３００にかかった
時に、当該補強材３００は、下壁部２０４の上面（傾斜面２０４ａ）に対して、断面視Ｕ
字状の開口側の端部３０１の１点で当接することとなる。すなわち、補強材３００は、障
子１００からの荷重により、長手軸を中心として回転し、所望の姿勢から外れてしまう。
したがって、当該補強材３００にて障子１００の荷重を十分に支持することができず、下
枠２０１の変形を抑制することができないため、防火性能の低下を抑制することができな
い、という問題がある。
【０００６】
　本発明は、上記実情に鑑みて、防火性能の低下を抑制することができる下枠構造及び建
具を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するため、本発明に係る下枠構造は、建物躯体の開口部に設けられる下
枠を有する下枠構造であって、前記下枠は、中空部を備え、前記中空部内には、補強材が
設けられ、前記中空部を構成する上壁部の上面には、障子を移動可能に支持するレールが
設けられ、前記中空部を構成する下壁部の上面は、室外側に向けて下方に傾斜した傾斜面
を有し、前記補強材は、前記上壁部の下面に対向する上対向面と、前記下壁部の上面に対
向する下対向面と、前記下対向面から下方に突出する突起部とを備え、前記突起部は、前
記レールに対して室外側に位置する第１突起部と、前記レールに対して室内側に位置する
第２突起部とを備えることを特徴とする。
【０００８】
　本発明では、補強材において、下対向面には、当該下対向面から下方に突出する突起部
が設けられている。このため、障子からの荷重が下枠（上壁部）を介して補強材にかかっ
た時に、当該補強材は、下壁部の上面に対して突起部にて当接する。すなわち、突起部に
より、長手軸を中心とした補強材の回転を抑制し、当該補強材を所望の姿勢で維持するこ
とができる。したがって、補強材にて障子の荷重を十分に支持し、下枠の変形を抑制する
ことができるため、防火性能の低下を抑制することができる。
　また、突起部は、レールに対して室外側及び室内側にそれぞれ位置する第１，第２突起
部を備える。このため、障子からの荷重が下枠（上壁部）を介して補強材にかかった時に
、当該補強材は、下壁部の上面に対して第１，第２突起部にて当接する。すなわち、障子
からの荷重を下壁部の上面と第１，第２突起部との２つの接点に分散し、当該荷重が下壁
部の上面における１点にかかることを回避することができる。したがって、下枠の変形を
抑制し、防火性能の低下をさらに抑制することができる。
【０００９】
　また、本発明は、上述した下枠構造において、前記下枠には、見込み方向から締結部材
により前記建物躯体に固定される固定用ヒレ部が設けられ、前記中空部は、少なくとも一
部が前記固定用ヒレ部よりも室外側に位置することを特徴とする。
　ところで、中空部の少なくとも一部が固定用ヒレ部（建物躯体）よりも室外側に位置し
ている場合には、当該中空部の少なくとも一部が建物躯体にて支持されない構造となる。
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このため、火災時等の熱によって温度上昇する下枠の剛性が低くなると、下枠が熱塑性変
形し易いものとなる。
　本発明によれば、中空部の少なくとも一部が固定用ヒレ部（建物躯体）よりも室外側に
位置している構造に本発明に係る下枠構造を採用することで、上述した防火性能の低下を
抑制することができるという効果を好適に実現することができる。
【００１０】
　また、本発明は、上述した下枠構造において、前記上壁部の下面には、当該下面から突
出するビスホールが設けられ、前記上対向面は、前記上壁部の下面に対向する第１対向面
と、前記第１対向面に対して段差を介して連設され、前記ビスホールに対向する第２対向
面とを備えることを特徴とする。
　本発明では、上対向面は、上述した第１，第２対向面を備える。すなわち、補強材は、
第１，第２対向面によりビスホールの外面を覆う。このため、火災時の熱によるビスホー
ルの損傷を補強材にて抑制し、下枠と縦枠との位置関係を所望の位置関係で維持すること
ができる。したがって、防火性能の低下をさらに抑制することができる。
【００１１】
　また、本発明は、上述した下枠構造において、前記下枠にて移動可能に支持される障子
は、外障子と、前記外障子に対して室内側に位置する内障子とを備え、前記ビスホールは
、前記内障子に対して室外側に位置し、前記補強材は、前記中空部内において、少なくと
も前記外障子の戸先側の端面に位置することを特徴とする。
　ところで、火災時の熱によりビスホールが損傷した場合には、当該ビスホールよりも室
外側の部分において、下枠に対して縦枠が開くこととなる。ここで、当該ビスホールが内
障子よりも室外側に位置している場合には、内障子よりも室外側の部分において、下枠に
対して縦枠が開くため、下枠及び縦枠を含む窓枠と外障子との間に貫通孔が形成されてし
まう。一方、内障子よりも室外側の部分において、下枠に対して縦枠が開くため、窓枠と
内障子との間には貫通孔が形成され難い。
　本発明では、補強材は、中空部内において、少なくとも外障子の戸先側の端面に位置し
ている。このため、ビスホールにおいて、最も保護する必要のある部分を補強材にて保護
し、窓枠と外障子との間に上述した貫通孔が形成されることを抑制することができる。
【００１３】
　本発明に係る建具は、上述した下枠構造を備えることを特徴とする。
　本発明に係る建具は、上述した下枠構造を備えるため、上述した下枠構造と同様の作用
及び効果を奏する。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明に係る建具によれば、防火性能の低下を抑制することができる、という効果を奏
する。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本実施の形態に係る建具を室内側から見た図である。
【図２】建具の縦断面図である。
【図３】図２の一部を拡大した図である。
【図４】金属下枠を上方側から見た図である。
【図５】金属下枠を室外側から見た図である。
【図６】突起部の機能を説明する図である。
【図７】突起部の機能を説明する図である。
【図８】突起部の機能を説明する図である。
【図９】本実施の形態の変形例に係る補強材を示す図である。
【図１０】従来の下枠構造の課題を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
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　以下に、図面を参照して、本発明を実施するための形態（以下、実施の形態）について
説明する。なお、以下に説明する実施の形態によって本発明が限定されるものではない。
さらに、図面の記載において、同一の部分には同一の符号を付している。
【００１７】
　〔建具の概略構成〕
　図１は、本実施の形態に係る建具１を室内側から見た図である。図２は、建具１の縦断
面図である。
　なお、以下で記載する「見込み方向」は、図２の矢印Ａｒで示すように、建具１の奥行
きに沿った方向である。見込み方向に沿った平面については、見込み面と称し、見込み方
向に直交する平面については、見付け面と称する場合がある。
　建具１は、引違い窓で構成され、窓枠２と、外障子３と、内障子４とを備える。
　窓枠２は、上枠２１、下枠２２、図１中、左側に位置する左縦枠２３、及び図１中、右
側に位置する右縦枠２４を四周枠組みすることによって構成され、建物躯体Ｂの開口部Ｏ
ｐの縁部に沿うように取り付けられる。
　これら各枠部材２１～２４は、アルミニウム等の金属製や塩化ビニル樹脂（ＰＶＣ）等
の樹脂製の押出形材であり、全長に亘って略同一の断面形状を有する。
　なお、本発明の要部である下枠構造５については後述する。
【００１８】
　外障子３は、内障子４に対して室外側に位置し、窓枠２に対して図１中、左右方向に移
動可能に取り付けられている。この外障子３は、ガラス材等で構成された面材３１と、框
体３２とを備える。
　框体３２は、上框３３と、下框３４と、戸先框３５と、召合せ框（図示略）とを框組み
することにより構成され、内部で面材３１の外周縁部を保持する。
　これら上框３３、下框３４、戸先框３５、及び召合せ框（図示略）は、アルミニウム等
の金属製や塩化ビニル樹脂（ＰＶＣ）等の樹脂製の押出形材であり、全長に亘って略同一
の断面形状を有する。
【００１９】
　内障子４は、窓枠２に対して図１中、左右方向に移動可能に取り付けられている。この
内障子４は、外障子３における面材３１及び框体３２（上框３３、下框３４、戸先框３５
、及び召合せ框（図示略）を含む）とそれぞれ同様の面材４１及び框体４２（上框４３、
下框４４、戸先框４５、及び召合せ框４６を含む）を備える。
　そして、上述した外障子３及び内障子４において、戸先框３５が左縦枠２３に当接する
とともに、戸先框４５が右縦枠２４に当接した場合には、外障子３の召合せ框（図示略）
と内障子４の召合せ框４６とが互いに係合する。そして、開口部Ｏｐは、外障子３及び内
障子４にて閉塞される。この状態では、外障子３の召合せ框（図示略）と内障子４の召合
せ框４６との間は、クレセントＣＲ（図１）によってロック可能である。当該クレセント
ＣＲによりロックすることにより、外障子３及び内障子４は、開口部Ｏｐを閉塞した状態
に保持される。
【００２０】
　〔下枠構造〕
　次に、下枠構造５について説明する。
　図３は、図２の一部を拡大した図である。図４は、金属下枠７を上方側から見た図であ
る。図５は、金属下枠７を室外側から見た図である。
　下枠構造５は、下枠２２の中空部７１内に補強材６を設けた構造である。以下、下枠２
２及び補強材６の構成について順に説明する。
　下枠２２は、金属下枠７と、２つの樹脂下枠８とを備える。
　金属下枠７は、アルミニウム等の金属製の押出形材であり、全長に亘って略同一の断面
形状を有する。この金属下枠７は、中空部７１と、固定用ヒレ部７２とを備える。
【００２１】
　中空部７１は、上壁部７１１と、下壁部７１２と、室外側壁部７１３と、室内側壁部７
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１４とで構成され、開口部Ｏｐの縁部に沿って延在した角筒形状を有する。
　上壁部７１１は、見込み方向に延在した部分である。
　この上壁部７１１の上面７１１ａには、外レール７１５及び内レール７１６が見込み方
向に並設されている。ここで、外レール７１５は、外障子３を図１中、左右方向に移動可
能に支持するレールである。また、内レール７１６は、内障子４を図１中、左右方向に移
動可能に支持するレールである。
　また、上壁部７１１の下面７１１ｂにおいて、外レール７１５の下方には、下方に突出
したビスホール７１７が設けられている。すなわち、ビスホール７１７は、内障子４に対
して室外側に位置する。このビスホール７１７は、左縦枠２３や右縦枠２４と下枠２２と
をビスにより固定するための部分である。
　そして、上壁部７１１において、外レール７１５及び内レール７１６の間には、中空部
７１内外を連通する水抜き孔７１８（図４）が下枠２２の長手方向に沿って複数、形成さ
れている。
【００２２】
　下壁部７１２は、見込み方向に延在した部分である。
　この下壁部７１２の上面７１２ａは、傾斜面７１２ｂと、水平面７１２ｃとで構成され
ている。ここで、傾斜面７１２ｂは、水平面７１２ｃに対して室内側に位置し、室外側に
向けて下方に傾斜した平坦面である。また、水平面７１２ｃは、傾斜面７１２ｂに連接し
、鉛直方向に直交する平坦面である。
【００２３】
　室外側壁部７１３は、鉛直方向に延在し、上壁部７１１及び下壁部７１２の室外側の端
部同士を接続する。そして、室外側壁部７１３には、中空部７１内外を連通し、水抜き孔
７１８から中空部７１内に浸入した水を外部に排出する排水弁７１９（図５）が下枠２２
の長手方向に沿って、複数、形成されている。
　室内側壁部７１４は、室外側に向けて下方に傾斜し、上壁部７１１及び下壁部７１２（
傾斜面７１２ｂ）の室内側の端部同士を接続する。
【００２４】
　固定用ヒレ部７２は、下壁部７１２及び室内側壁部７１４の連接部分から下方に延在し
、見込み方向からネジ等の締結部材Ｓｃ１により建物躯体Ｂに固定される部分である。
　すなわち、固定用ヒレ部７２にて下枠２２を建物躯体Ｂに固定した場合には、中空部７
１の略全ては、建物躯体Ｂに対して室外側に位置する。
【００２５】
　２つの樹脂下枠８は、塩化ビニル（ＰＶＣ）等の樹脂製の押出形材であり、全長に亘っ
て略同一の断面形状を有する。そして、２つの樹脂下枠８は、金属下枠７の上面にそれぞ
れ装着されている。
【００２６】
　補強材６は、ステンレス、スチール、あるいはアルミニウム等の不燃性または難燃性の
部材で構成され、中空部７１内に設けられて下枠２２を補強する。本実施の形態では、補
強材６は、中空部７１内において、外障子３の戸先側の端面７１ａから召合せ側に延在し
、当該中空部７１の全長の略半分の長さ寸法を有する（図１，図４，図５）。この補強材
６は、上片部６１と、接続片部６２と、下片部６３とを備え、断面視Ｕ字形状を有する。
　上片部６１は、見込み方向に延在した部分であり、補強材６が中空部７１内に配設され
た状態で上壁部７１１に対向する。具体的に、上片部６１は、第１対向部６１１と、第１
対向部６１１に対して段差部６１３を介して連設され、第１対向部６１１よりも高さの低
い第２対向部６１２とを有し、上壁部７１１の下面７１１ｂ及びビスホール７１７の外面
に倣うクランク形状を有する。また、上片部６１において、水抜き孔７１８に対向する位
置には、当該水抜き孔７１８を避けるように室外側に向けて切り欠かれた切欠部６１７（
図４）が形成されている。
【００２７】
　接続片部６２は、上片部６１における室外側の端部から下方に延在した平板形状を有し
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、上片部６１及び下片部６３を接続する部分である。この接続片部６２には、表裏を貫通
し、水抜き孔７１８から中空部７１内に浸入した水を排水弁７１９に導く排水孔６２１（
図５）が形成されている。
【００２８】
　下片部６３は、接続片部６２の下方側の端部から見込み方向に延在した平板形状を有し
、補強材６が中空部７１内に配設された状態で下壁部７１２に対向する。
　この下片部６３の下面６３１には、当該下面６３１から突出した突起部６４が設けられ
ている。この突起部６４は、第１突起部６４１と、第１突起部６４１に対して室内側に位
置する第２突起部６４２との２つ設けられている。これら第１，第２突起部６４１，６４
２は、補強材６の全長に亘ってそれぞれ設けられており、同一の高さ寸法を有する。
　なお、突起部６４の機能については後述する。
　また、下片部６３の上面６３２には、加熱されることで膨張する熱膨張性部材（加熱発
泡材）６５が設けられている。この熱膨張性部材６５は、上壁部７１１の水抜き孔７１８
の方向へ膨張するように配置されている。
【００２９】
　そして、上述した補強材６は、下枠２２に対して以下に示すように取り付けられる。
　先ず、作業者は、段差部６１３及び第２対向部６１２のＬ字部分をビスホール７１７の
外面にあてがいつつ、中空部７１の端面７１ａから補強材６を中空部７１内に挿入する。
そして、作業者は、ネジ等の締結部材Ｓｃ２により、第１対向部６１１を上壁部７１１に
固定する。
　この状態では、上片部６１の上面６１４は、外レール７１５の下方に位置し、当該外レ
ール７１５を見込み方向に跨ぐように位置付けられる。より具体的に、上面６１４のうち
、第１対向部６１１の上面６１５は、上壁部７１１の下面７１１ｂに当接（対向）する。
また、上面６１４のうち、第２対向部６１２の上面６１６は、ビスホール７１７の外面に
当接（対向）する。すなわち、上片部６１の上面６１４は、ビスホール７１７の外面を覆
う。そして、補強材６と下壁部７１２の上面７１２ａとの間には、所定のクリアランスが
設けられる。
　また、下片部６３の下面６３１は、傾斜面７１２ｂと水平面７１２ｃとの連接部分を見
込み方向に跨ぐように位置付けられる。また、第１突起部６４１は、外レール７１５に対
して室外側に位置付けられる。さらに、第２突起部６４２は、外レール７１５に対して室
内側に位置付けられる。
　以上説明した上片部６１の上面６１４は、本発明に係る上対向面に相当する。また、第
１対向部６１１の上面６１５は、本発明に係る第１対向面に相当する。さらに、第２対向
部６１２の上面６１６は、本発明に係る第２対向面に相当する。また、下片部６３の下面
６３１は、本発明に係る下対向面に相当する。さらに、外レール７１５は、本発明に係る
レールに相当する。
【００３０】
　〔突起部の機能〕
　次に、突起部６４の機能について説明する。
　図６ないし図８は、突起部６４の機能を説明する図である。なお、図６は、中空部７１
の端面７１ａから補強材６を中空部７１内に挿入した状態（締結部材Ｓｃ２にて固定する
前の状態）を示している。図７は、図６の状態において、突起部６４が設けられていない
場合を例示したものである。図８は、外障子３から下枠２２を介して補強材６に伝わる力
を示している。
　図７に示すように、突起部６４が設けられていない場合には、中空部７１の端面７１ａ
から補強材６を中空部７１内に挿入した状態では、下片部６３における室内側の端部が傾
斜面７１２ｂに当接し、下片部６３における室外側の端部が水平面７１２ｃに当接する。
すなわち、第１対向部６１１の上面６１５は、上壁部７１１の下面７１１ｂに対して傾斜
した状態（平行でない状態）となる。そして、この状態で、締結部材Ｓｃ２により、第１
対向部６１１を上壁部７１１に固定した場合には、下面７１１ｂに対して上面６１５が傾
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斜した姿勢が維持され、下面７１１ｂと上面６１５との間、及びビスホール７１７と上面
６１６との間に隙間が生じてしまう虞がある。
【００３１】
　これに対して、図６に示すように、突起部６４が設けられている場合には、中空部７１
の端面７１ａから補強材６を中空部７１内に挿入した状態では、突起部６４が水平面７１
２ｃに当接する。すなわち、第１対向部６１１の上面６１５は、上壁部７１１の下面７１
１ｂに対して平行となる状態となる。そして、この状態で、締結部材Ｓｃ２により、第１
対向部６１１を上壁部７１１に固定した場合には、下面７１１ｂに対して上面６１５が平
行となる姿勢が維持され、下面７１１ｂに上面６１５が当接するとともに、ビスホール７
１７に上面６１６が当接することとなる。
　以上のように、突起部６４は、締結部材Ｓｃ２により第１対向部６１１を上壁部７１１
に固定する前に、下面７１１ｂに対して上面６１５を平行にする機能（以下、第１の機能
と記載）を有する。
【００３２】
　また、外障子３の荷重が下枠２２（外レール７１５）にかかり、上壁部７１１が下方に
押し込まれた場合には、当該上壁部７１１とともに補強材６も下方に移動する。補強材６
は、当該移動により、下片部６３の室内側の端部ではなく、突起部６４が下壁部７１２の
上面７１２ａ（水平面７１２ｃ）に当接する。そして、外障子３から下壁部７１２にかか
る荷重は、図８に矢印で示したように、下壁部７１２の上面７１２ａと第１，第２突起部
６４１，６４２との２つの接点である外レール７１５の室外側と室外側との２つの位置に
分散されることとなる。
　以上のように、突起部６４は、外障子３から下壁部７１２にかかる荷重を分散する機能
（以下、第２の機能と記載）と、外障子３から下壁部７１２に荷重がかかる位置を制御す
る機能（以下、第３の機能と記載）を有する。
【００３３】
　以上説明した本実施の形態によれば、以下の効果を奏する。
　本実施の形態に係る下枠構造５では、補強材６において、下片部６３の下面６３１には
、突起部６４が設けられている。このため、外障子３からの荷重が下枠２２（上壁部７１
１）を介して補強材６にかかった時に、当該補強材６は、下壁部７１２の上面７１２ａに
対して突起部６４にて当接する。すなわち、突起部６４により、長手軸を中心とした補強
材６の回転を抑制し、当該補強材６を所望の姿勢で維持することができる。したがって、
補強材６にて外障子３の荷重を十分に支持することができ、防火性能の低下を抑制するこ
とができる。
　特に、突起部６４に上述した第１の機能を持たせているため、締結部材Ｓｃ２により、
第１対向部６１１を上壁部７１１に固定した場合に、下面７１１ｂに上面６１５を当接（
密着）させることができる。したがって、外障子３からの荷重が下枠２２（上壁部７１１
）を介して補強材６にかかった時に、補強材６の姿勢を所望の姿勢で維持することができ
、防火性能の低下をさらに抑制することができる。
【００３４】
　また、本実施の形態に係る下枠構造５では、中空部７１の略全てが建物躯体Ｂに対して
室外側に位置する構造（建物躯体Ｂにて中空部７１が支持されていないため下枠２２が熱
塑性変形し易い構造）に当該下枠構造５を採用している。このため、上述した防火性能の
低下を抑制することができるという効果を好適に実現することができる。
【００３５】
　ところで、火災時の熱によりビスホール７１７が損傷した場合には、当該ビスホール７
１７よりも室外側の部分において、下枠２２に対して左縦枠２３及び右縦枠２４が開くこ
ととなる。ここで、当該ビスホール７１７が内障子４よりも室外側に位置している場合に
は、内障子４よりも室外側の部分において、下枠２２に対して左縦枠２３が開くため、当
該左縦枠２３と外障子３との間に貫通孔が形成されてしまう。一方、内障子４よりも室外
側の部分において、下枠２２に対して右縦枠２４が開くため、当該右縦枠２４と内障子４
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　本実施の形態に係る下枠構造５では、上片部６１の上面６１４は、ビスホール７１７の
外面を覆う。また、補強材６は、中空部７１内において、外障子３の戸先側の端面７１ａ
から召合せ側に延在している。このため、ビスホール７１７において、最も保護する必要
のある部分を補強材６にて保護し、左縦枠２３と外障子３との間に上述した貫通孔が形成
されることを抑制することができる。
【００３６】
　また、本実施の形態に係る下枠構造５では、突起部６４に上述した第２の機能を持たせ
ている。このため、外障子３からの荷重を下壁部７１２の上面７１２ａと第１，第２突起
部６４１，６４２との２つの接点に分散し、当該荷重が下壁部７１２の上面７１２ａにお
ける１点にかかることを回避することができる。したがって、下枠２２の変形を抑制し、
防火性能の低下をさらに抑制することができる。
　さらに、本実施の形態に係る下枠構造５では、突起部６４に上述した第３の機能を持た
せている。このため、外障子３から下壁部７１２に荷重がかかる位置を容易に制御するこ
とができ、下枠２２の形状の自由度を向上させることができる。
【００３７】
（その他の実施の形態）
　ここまで、本発明を実施するための形態を説明してきたが、本発明は上述した実施の形
態によってのみ限定されるべきものではない。
　上述した実施の形態では、本発明に係る下枠構造を引違い窓に採用していたが、これに
限らない。例えば、３枚以上の障子が左右方向にスライドする引違い方式の窓や両袖片引
き窓や引き分け窓、枠体内の領域が縦骨により区分けされ、区分けされた一方の領域がＦ
ＩＸ窓や壁をなす片引き窓、障子が上下方向にスライド移動する上げ下げ窓、障子が見込
み方向に開閉するすべり出し窓、１枚の障子をはめ殺したはめ殺し窓、勝手口ドア、玄関
ドア、あるいは、カーテンウォール等、各種の建具に本発明に係る下枠構造を採用しても
構わない。
【００３８】
　図９は、本実施の形態の変形例に係る補強材６Ａを示す図である。
　上述した実施の形態に係る下枠構造５では、補強材６に対して、第１，第２突起部６４
１，６４２の２つの突起部６４を設けていたが、本発明に係る突起部の数は、２つに限ら
ず、３つ以上でもよい。また、図９に示した下枠構造５Ａで用いた補強材６Ａのように、
下片部６３の室内側の端部に第２突起部６４２と同様の機能を持たせれば、当該第２突起
部６４２を省略し、第１突起部６４１の１つのみ設けた構成を採用しても構わない。
【００３９】
　上述した実施の形態、及び図９に示した変形例において、補強材６，６Ａの形状は、当
該実施の形態及び変形例にて説明した形状に限らない。例えば、接続片部６２及び下片部
６３を省略し、上片部６１の下面に本発明に係る突起部を設けた形状としても構わない。
また、補強材６，６Ａの長さについても、上述した実施の形態及び変形例にて説明した長
さに限らず、その他の長さ、例えば、中空部７１の全長と同一の長さとしても構わない。
【符号の説明】
【００４０】
　１　建具、３　外障子、４　内障子、５，５Ａ　下枠構造、６，６Ａ　補強材、２２　
下枠、６４　突起部、７１　中空部、７１ａ　端面、７２　固定用ヒレ部、６１４　上面
（上対向面）、６１５　上面（第１対向面）、６１６　上面（第２対向面）、６３１　下
面（下対向面）、６４１　第１突起部、６４２　第２突起部、７１１　上壁部、７１１ａ
　上面、７１１ｂ　下面、７１２　下壁部、７１２ａ　上面、７１２ｂ　傾斜面、７１５
　外レール（レール）、７１７　ビスホール、Ｂ　建物躯体、Ｏｐ　開口部、Ｓｃ１　締
結部材
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